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１. 15年  3月期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （単位：百万円未満切捨）

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 23,803 △ 1.8 743 119.7 203 -

14年  3月期 24,231 △ 6.1 338 △ 75.9 △ 629 -

          当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 △ 55 - △ 4.99 - △ 0.6 0.9 0.9

14年  3月期 △ 716 - △ 60.25 - △ 7.1 △ 2.8 △ 2.6

(注)①持分法投資損益 15年  3月期           -        百万円          14年  3月期           -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　15年  3月期    11,855,333 株　　　14年  3月期    11,895,622 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

     ⑤平成15年3月期と同じ方法により算出した場合の平成14年3月期の1株当たり当期純利益は、△60円33銭であります。

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 21,721 9,441 43.5 797.92

14年  3月期 21,190 9,733 45.9 818.65

(注)①期末発行済株式数（連結）　15年  3月期    11,828,620 株　　　14年  3月期    11,890,194 株

     ②平成15年3月期と同じ方法により算出した場合の平成14年3月期の1株当たり株主資本は、818円55銭であります。

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

15年  3月期 △ 1,033 △ 592 1,105 3,147

14年  3月期 1,121 △ 381 △ 183 3,679

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  9　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）3　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 16年  3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 11,840 △ 30 △ 85

通　　期 24,310 530 180

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   15 円 22 銭 

※    上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断した
ものであり、実際の数値はこれらの予想数値と異なる可能性があります。
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＜添付資料＞ 
１．企業集団の状況 
   当社グループは当社および子会社 9 社で構成され、室内装飾関連製品の製造販売およびそれらの設計施

工を主な内容とし、事業活動を展開しております。 

      平成 14 年 4 月 1 日付で、トーソーサービス南関東株式会社（存続会社）、トーソーサービス九州株式会

社、トーソーサービス東京株式会社およびトーソーサービス近畿株式会社の 4 社を合併により統合し、トー

ソーサービス株式会社としております。 

また、平成 14 年 9 月 13 日付で中華人民共和国上海市に上海東装家居材料製造有限公司を当社の 100％出

資子会社として設立いたしました。 

      当社グループの事業内容と当社および子会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

 
  ＜室内装飾関連事業＞ 

  カーテンレール、インテリアブラインド、ロールスクリーン、ローマンシェード、アコーデオン式間仕切

等の室内装飾関連品の製造仕入販売を行っております。 

  当社、サイレントグリス株式会社、P.T.トーソーインダストリー・インドネシアおよび上海東装家居材料

製造有限公司で製造を行い、国内外からの仕入品とともに、主に住宅市場を中心に代理店等を通じて販売し

ております。 

  (1)  当社は、室内装飾関連製品であるカーテンレール類、ブラインド類および間仕切類の製造販売を行っ

ております。 

  (2)  連結子会社であるトーソー産業資材株式会社は、資材用インテリア商品の仕入および加工販売を行っ

ており、当社は主として同社専用品の生産委託を受けております。 

  (3)  連結子会社であるフジホーム株式会社は、インテリア商品の仕入販売を行っており、当社は施工用具

等を購入するとともに、同社専用品の生産委託を受けております。 

  (4)  連結子会社であるサイレントグリス株式会社は、スイス･サイレントグリス社との提携により部品を輸

入しカーテンレール類ならびに各種ブラインド類の製造販売を行っており、当社が同社製品の一部を購

入し、販売を行うとともに、同社へ当社製品の一部を販売しております。 

  (5)  連結子会社であるトーソーサービス株式会社は、インテリア商品の仕入および施工販売を行っており、

当社は同社へ当社製品を販売するとともにインテリア製品の施工取付を委託しております。 

(6) 連結子会社であるＰ.Ｔ.トーソーインダストリー・インドネシアは、カーテンレール類およびブライン

ド類の製造を行っており、当社は一部部品の有償支給を行うとともに、その主要部分を部品および製品

として購入しております。 

(7) 連結子会社である上海東装家居材料製造有限公司は、平成 15 年 4 月より中華人民共和国でのブライン

ド類の製造販売を行う予定であり、当社は同社へ一部部品の販売を行う予定であります。 

  ＜インテリア雑貨事業＞ 

      陶磁器人形、花瓶、象嵌細工宝石箱等のインテリア雑貨について国内外から仕入を行い、主に直営店舗や

百貨店等への出店店舗にて販売しております。 

  (1)  連結子会社である株式会社ワドークリエーティブは、インテリア雑貨商品の仕入販売を行っておりま

す。 
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  ＜その他事業＞ 

     プラスチックチェーン等のエクステリア商品や、ステッキ等の介護用品について国内外から仕入を行い、

主に代理店を通じてホームセンター等へ販売しております。 

     また、物流業務を受託し、インテリア商品等の在庫管理、荷造梱包および出荷業務を行うとともに、当社

グループ企業およびその従業員等を対象として損害保険契約の代理業務を行っております。 

  (1)  連結子会社であるフジホーム株式会社は、プラスチックチェーンおよび介護用品等の仕入販売を  

行っております。 

  (2)  連結子会社であるトーソー流通サービス株式会社は、製品・部品の在庫管理、荷造梱包および出荷作

業を行っており、当社は同社へ製品・部品の在庫管理、荷造梱包および出荷作業を委託しております。 

  (3)  連結子会社であるトーソー商事株式会社は、損害保険代理業を行っており、当社は、同社を通じて損

害保険契約を締結しております。 
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２．経営方針 
   (1) 経営の基本方針 

    当社グループは「住生活文化の向上に貢献する」、「顧客第一主義の徹底と実践」の二つを企業理念に

掲げており、経営の中長期的な最重要課題は、「室内装飾事業を中心に安定した収益基盤を構築する」、

「顧客満足度の高い製品およびサービスの開発、提案を行う」、「管理機能の標準化、効率化を図り、生産

性向上に努める」としております。 

    グループ各社の外販比率を高めると共に、経営資源はグループ会社内で集約化し、利益重視の企業体質

作りを指向しております。 

 
 (2) 利益配分に関する基本方針 

    当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置づけており、効率的な業務運営

による収益力の向上、財務体質の強化を図りながら、安定的な配当の継続を基本方針とし、業績および今

後の設備投資計画等を勘案して利益配分を行うこととしております。 

    なお、当期においては、次期の利益見通し、設備投資額等を考慮し、当期の配当につきましては期末配

当金 3 円 00 銭（年間配当金 6 円 00 銭）を予定しております。 

 
  (3) 投資単位の引下げに関する考え方および方針等 

        当社は、投資家の皆様に投資していただきやすい環境を整え、当社株式の流動性向上および株主数の増

加を行うことが重要課題であると認識しておりますが、投資単位については、現状、株式市場においては

適切な範囲にあると考えており、当面、その引き下げは予定しておりません。 

       ただし、今後とも株価推移等に充分注意し、対処していきたいと考えております。 

 
  (4) 目標とする経営指標 

        当社グループではＲＯＥを最重要な経営指標としており、中期 3 ヵ年計画(2005 年度が最終年度)で連

結ベース 6％以上、単体ベース 4％以上を目標としております。 

        
  (5) 中長期的な経営戦略および対処すべき課題 

        当社グループは、事業の中心である室内装飾関連事業において、新設住宅着工の長期低迷や個人消費の

低迷による販売単価下落傾向が続いており、この様な環境は今後も継続することを前提として、対処しな

ければならないと考えており、今後 3 ヵ年の中期経営計画の重点方針として以下の項目を挙げております。 

① 室内装飾事業を中心に、安定した収益基盤を構築する。 

・海外生産子会社を基軸とした海外調達強化による原価低減 

・物流体制の構築による顧客サービス強化とコスト削減 

・グループ会社全体での在庫削減の推進 

② 顧客満足度の高い製品およびサービスの開発、提案を行う。 

・カーテンレールにおいて、今後の基幹となる新製品の開発 

       ③  管理機能の標準化、効率化を図り、生産性向上に努める。 
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(6) 会社の経営管理組織の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策 

       経営管理組織については、重要な業務執行に関する意思決定機関及び代表取締役並びに業務担当役員

の業務執行に関する監督機関として「取締役会」を原則として月 1 回開催し、さらに必要に応じて随時

開催しております。「取締役会」は取締役 8 名の他、監査役 3 名が出席しております。監査役は取締役

の業務執行の状況を客観的立場に立って監査するため、3 名中 2 名を社外から登用しており、年に 8 回、

「監査役会」を開催しております。なお、社外監査役は当社との利害関係はありません。 

       また、当社では「企業倫理綱領」を制定し、コンプライアンス体制の強化を図るべく努力しておりま

す。 

 

 

 
３．経営成績及び財政状態 
  (1) 当期の概況  

      当連結会計年度における日本経済は、輸出の増加等に回復の兆しが見られるものの、デフレ経済から抜

け出せないまま推移し、企業の合理化に伴う失業率の上昇や賃金水準の低下により個人消費の冷え込みが

続いており、景気は依然として低迷しております。 

    当社グループ関連の建設業界においては、公共事業への投資は一段と抑制され、民間住宅投資でも所得

の減少や雇用不安の増大から持家を中心に新設住宅着工戸数は低水準で推移しております。 

       このような環境の下で、当社グループでは当社を中心として、平成 1４年１月に発売した木製のインテ

リアブラインドや平成 14 年 6 月に発売したインテリアブラインドの新シリーズ、平成 14 年 10 月に発売

したローマンシェードの新製品を中心に積極的な販売活動を行ってまいりましたが、インテリア製品全体

の需要減少傾向に伴って、競合メーカー間の販売競争が更に激化しており、販売価格のダウン傾向が続い

ており、当連結会計年度の売上高は 238 億 3 百万円（前期比 1.8％減少）となりました。営業利益は継続

的な原価低減活動や経費支出の抑制に努め、7 億 4 千 3 百万円（前期比 119.7％増加）となりました。経

常損益は、投資有価証券評価損 1 億 2 千 1 百万円の計上はあるものの、2 億 3 百万円の利益（前期は 6 億

2 千 9 百万円の損失）となりました。 

     当期純損益につきましては、法人税等調整額の影響もあり 5 千 5 百万円の損失（前期は 7 億 1 千 6 百万

円の損失）となりました。 

 
   事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

   ① 室内装飾関連事業 

       カーテンレール類は、装飾性レールの販売価格ダウン傾向の影響を受け、減収傾向となりました。 

      ブラインド類は、インテリア性の高い木製ブラインドや平成 14 年 10 月に発売した、高機能のロー

マンシェード、住宅用が好評を得ている縦型ブラインドが好調に推移し、また、大手ファブリックメー

カー向けのロールスクリーンも好調であり、増収傾向となりました。 

      間仕切類は、市場縮小傾向や販売価格の低下傾向が影響し、当社グループにおいても減収傾向とな

りました。 

    これらの結果、当事業の売上高は 216 億 3 千 6 百万円（前期比 1.1％減少）、営業利益は 7 億 2 千 1

百万円（前期比 120.7％増加）となりました。 
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  ② インテリア雑貨事業 

      インテリア雑貨事業は、大手百貨店を中心に出店し、小売販売を積極的に行っておりますが、個人

消費低迷の影響を受け、減収傾向となりました。 

         この結果、当事業の売上高は 16 億 8 千 6 百万円（前期比 8.6％減少）、営業損益は 4 千 1 百万円の

損失（前期は 1 千 8 百万円の損失）となりました。 

 
  ③ その他事業 

      プラスチックチェーンは、大手流通業の海外直接取引の増加及び店頭価格下落傾向の影響を受け、

減収傾向となりました。 

         介護用品は、高機能商品の市場投入を行いましたが、主力のステッキが大手流通業で海外との直接

取引化が相次いでおり、減収傾向となりました。 

      損害保険代理業は、当社グループ国内会社の人員減少による保険加入者の減少や、自動車保険での

外資系保険会社の顧客獲得攻勢により減収傾向となりました。 

         物流業務の受託は、コスト削減に努め増収傾向となりました。 

    これらの結果、当事業の売上高は 4 億 7 千 9 百万円（前期比 5.6％減少）、営業利益は 5 千 9 百万円

(前期比 127.1％増加)となりました。 

 
 （注）１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

       2 . セグメント別の記載において、売上高については「外部顧客に対する売上高」について記載し、  

営業損益については「消去又は全社」考慮前の金額によっております。 
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 (2) 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況   

  連結ベースの現金及び現金同等物（以下、｢資金｣という。）は、社債発行や投資有価証券の売却による収

入等があったものの、営業活動によるキャッシュ・フローの減少が大きく、前連結会計年度と比較して 5 億

3 千 1 百万円減少し、当連結会計年度末には 31 億 4 千 7 百万円となりました。 

 
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において営業活動による資金の減少は、10 億 3 千 3 百万円（前連結会計年度は 11 億 2

千 1 百万円の資金の増加）となりました。これは主に、減価償却費が 6 億 3 千 5 百万円あったものの、手

形割引の減少を主な原因とする売上債権の増加 15 億 3 千 3 百万円、未払費用の減少 2 億 8 千万円等による

支出があったこと等によるものであります。 

 
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において投資活動による資金の減少は、5 億 9 千 2 百万円となり、前連結会計年度と比較

して 2 億 1 千万円の支出増加となりました。これは主に、定期預金の払い戻し 3 億 3 千万円等による収入

はありましたが、定期預金の預入れが 3 億 4 千万円、工場用生産設備等への設備投資による有形固定資産の

取得が 4 億 2 千 8 百万円、投資有価証券の取得が 3 億 1 千万円等による支出があったこと等によるもので

あります。 

 
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において財務活動による資金の増加は、11 億 5 百万円（前連結会計年度は１億 8 千 3 百

万円の資金の減少）となりました。これは主に、長期借入金の約定弁済が 4 億 9 千 5 百万円あったものの、

社債発行による資金調達 9 億 7 千 8 百万円、長期借入れによる資金調達が 7 億 3 千 7 百万円あったこと等

によるものであります。 

 

 

 
  (3) 次期の見通し 

       今後の日本経済は、イラク戦争の戦後復興問題や国際情勢の先行不透明感が大きく、米国経済の本格

的な回復にはしばらく時間がかかり、国内景気への影響が心配されております。金融機関の不良債権問

題の抜本的な解決や、企業業績の本格的な回復についても更に時間を要するものと思われます。また、

民間住宅投資におきましては、雇用不安等や所得環境の悪化の影響から、新設住宅着工戸数の漸減傾向

が続くものと予想されます。 

       当社グループといたしましては、市場変化を先取りし消費者ニーズに対応した製品を提供するととも

に、リフォーム市場への取り組みを強化し、顧客満足度を高めるような活動を行ってまいります。また、

より一層の業務改革を推進し、企業体質の強化を目指してまいります。 

       次連結会計年度の業績につきましては、売上高 243 億 1 千万円、経常利益 5 億 3 千万円、当期純利益

1 億 8 千万円 を見込んでおります。 
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４． 連  結  財  務  諸  表

(1) 連 結 貸 借 対 照 表

年　度　別

Ⅰ．

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

Ⅱ．

１.

(1)

(２)

(３)

(４)

(５)

(６)

２.

３.

(1)

(２)

(３)

(４)

(５)

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

(  資 産 の 部  ）

た な 卸 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

科    目

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

そ の 他

投 資 有 価 証 券

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産 合 計

長 期 貸 付 金

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

建 物 及 び 構 築 物

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

 （単位：千円未満切捨）

3,878,483 3,355,747 △ 522,736

5,583,541 7,134,995 1,551,453

99,996 － △ 99,996

4,097,040 4,090,904 △ 6,135

186,391 194,055 7,663

585,766 427,822 △ 157,944

△ 90,023 △ 40,969 49,053

14,341,198 15,162,556 821,357

5,128,492 5,084,600 △ 43,891

3,621,725 3,592,393 △ 29,332

3,985,504 4,064,626 79,121

1,413,921 1,400,721 △ 13,200

13,581 93,385 79,803

△ 9,409,039 △ 9,708,681 △ 299,642

4,754,185 4,527,044 △ 227,141

124,823 175,450 50,626

736,820 688,692 △ 48,128

15,563 12,335 △ 3,228

501,896 453,238 △ 48,657

863,937 829,223 △ 34,714

△ 148,225 △ 126,999 21,225

1,969,993 1,856,490 △ 113,502

6,849,003 6,558,986 △ 290,017

21,190,201 21,721,542 531,340

増   減   （△）
前連結会計年度 当連結会計年度

(平成14年3月31日現在） (平成15年3月31日現在）
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  年  度  別

科    目

Ⅰ．

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

Ⅱ．

１.

２.

３.

４.

５.

６.

Ⅰ．

Ⅱ．

Ⅲ．

Ⅳ． その他有価証券評価差額金

Ⅴ． 為替換算調整勘定

Ⅵ．

Ⅰ．

Ⅱ．

Ⅲ．

Ⅳ． その他有価証券評価差額金

Ⅴ． 為替換算調整勘定

Ⅵ．

自 己 株 式

資 本 合 計

長 期 借 入 金

未 払 費 用

固 定 負 債

負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

一 年 内 返 済予 定長 期借 入金

(  負 債 の 部  ）

流 動 負 債

社 債

未 払 金

流 動 負 債 合 計

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

連 結 剰 余 金

資 本 金

資 本 準 備 金

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分

(  資 本 の 部  ）

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 、 少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

及 び 資 本 合 計

 （単位：千円未満切捨）

3,177,622 3,192,638 15,016

3,811,472 3,763,481 △ 47,991

919,300 350,978 △ 568,322

752,695 871,693 118,997

140,302 131,785 △ 8,516

613,634 329,087 △ 284,546

354,763 349,336 △ 5,426

9,769,790 8,989,002 △ 780,788

－ 1,000,000 1,000,000

485,376 1,280,961 795,584

758 32 △ 725

705,572 587,375 △ 118,197

349,545 257,915 △ 91,629

80,653 82,557 1,903

1,621,906 3,208,842 1,586,935

11,391,697 12,197,844 806,147

64,632 82,008 17,375

1,170,000 － △ 1,170,000

1,344,858 － △ 1,344,858

7,080,376 － △ 7,080,376

77,575 － △ 77,575

63,172 － △ 63,172

△ 2,112 － 2,112

9,733,871 － △ 9,733,871

－ 1,170,000 1,170,000

－ 1,344,858 1,344,858

－ 6,952,352 6,952,352

－ △ 16,928 △ 16,928

－ 9,760 9,760

－ △ 18,353 △ 18,353

－ 9,441,688 9,441,688

増   減   （△）
当連結会計年度

(平成15年3月31日現在）

前連結会計年度

(平成14年3月31日現在）

21,721,542 531,34021,190,201
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(2) 連 結 損 益 計 算 書

年  度  別    

科      目

Ⅰ．

Ⅱ．

Ⅲ．

Ⅳ．

１.

２.

３.

４.

Ⅴ．

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.

９.

10.

Ⅵ．

１.

２.

３.

４.

５.

Ⅶ．

１.

２.

３.

そ の 他

開 業 費 償 却

特 別 退 職 金

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

営 業 外 費 用 合 計

投 資 有 価 証 券 売 却 益

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 ( △ )

固 定 資 産 除 却 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

営 業 外 収 益 合 計

た な 卸 資 産 除 却 損

書 籍 販 売 収 入

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 利 益

特 別 損 失 合 計

法 人 税 等 調 整 額

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

少 数 株 主 利 益

売 上 高

投 資 有 価 証 券 評 価 損

売 上 原 価

営 業 外 費 用

受 取 利 息

受 取 配 当 金

支 払 利 息

そ の 他

社 債 発 行 費 償 却

為 替 差 損

書 籍 販 売 原 価

売 上 割 引

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 売 却 益

特 別 利 益

特 別 利 益 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 戻 入 額

受 取 生 命 保 険 金

（単位：千円未満切捨）

24,231,253 23,803,012 △ 428,240

13,612,269 13,550,523 △ 61,745

10,618,984 10,252,489 △ 366,494

10,280,599 9,508,879 △ 771,719

338,384 743,609 405,224

2,925 1,605 △ 1,319

6,473 6,385 △ 88

62,033 59,139 △ 2,894

38,113 42,206 4,093

109,546 109,338 △ 208

89,725 81,091 △ 8,634

223,370 212,697 △ 10,673

88,846 9,767 △ 79,079

287,811 121,729 △ 166,082

117,177 77,515 △ 39,661

136,060 81,178 △ 54,881

12,864 1,497 △ 11,366

－ 9,075 9,075

－ 21,696 21,696

121,587 33,384 △ 88,202

1,077,443 649,634 △ 427,809
△ 629,512 203,313 832,825

40,844 － △ 40,844

－ 76,202 76,202

8,063 39,410 31,347

－ 1,682 1,682

37 57,795 57,758

48,945 175,092 126,146

1,959 133 △ 1,826

19,583 20,502 918

－ 188,816 188,816

21,543 209,451 187,908

△ 602,110 168,953 771,064

84,968 114,919 29,950

28,112 106,745 78,633

1,504 3,048 1,543
716,696 55,759 660,937

増   減   （△）

前連結会計年度

自  平成13年4月  1日

至  平成14年3月31日

当連結会計年度

自  平成14年4月  1日

至  平成15年3月31日
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(3) 連 結 剰 余 金 計 算 書

年  度  別    

科      目

Ⅰ.

Ⅱ.

Ⅲ.

Ⅳ.

Ⅰ.

Ⅱ.

Ⅰ.

Ⅱ.

1

2

3

Ⅲ.

当 期 純 損 失

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

配 当 金

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

(資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

(利益剰余金の部）

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金期首残高

資本剰余金期末残高

利益剰余金期首残高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金期末残高

（ う ち 監 査 役 賞 与 ）

配 当 金

役 員 賞 与

当 期 純 損 失

    （単位：千円未満切捨）

7,880,354 -

83,280 -

83,280 -

716,696 -

7,080,376 -

- 1,344,858

- 1,344,858

- 7,080,376

- 71,183

- 1,081
（ - ） （ - ）

- 55,759

- 6,952,352

至  平成14年3月31日

当連結会計年度

自  平成14年4月  1日

至  平成15年3月31日

自  平成13年4月  1日

前連結会計年度
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

期　　　　別

科　　　　目

Ⅰ　 営業活動によるキャッシュ・フロー

１． 税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△)

２． 減価償却費

３． 連結調整勘定償却

４． 貸倒引当金の増減額(減少：△)

５．

６． 役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）

７． 受取利息及び受取配当金

８． 支払利息

９． 開業費償却

１０． 社債発行費償却

1１． 為替差損益（差益：△）

１２． 投資有価証券売却益

１３． 投資有価証券評価損

１４． 有形固定資産売却益

1５． 有形固定資産売却損

１６． 有形固定資産除却損

１７． 受取生命保険金

１８． 売上債権の増減額（増加：△）

１９． たな卸資産の増減額(増加：△)

２０． 仕入債務の増減額（減少：△）

２１． 未払金の増減額（減少：△）

２２． 未払費用の増減額(減少：△）

２３． その他

小　　　　計

２４． 利息及び配当金の受取額

２５． 利息の支払額

２６． 法人税等の支払額

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１． 定期預金の預入による支出

２． 定期預金の払戻しによる収入

３． 有価証券の取得による支出

４． 有価証券の売却（償還）による収入

５． 有形固定資産の取得による支出

６． 有形固定資産の売却による収入

７． 投資有価証券の取得による支出

８． 投資有価証券の売却による収入

９． 子会社株式の追加取得による支出

１０． 子会社株式の一部売却による収入

１１． 貸付けによる支出

１２． 貸付金の回収による収入

１３． その他

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１． 短期借入金の純増減額（減少：△）

２． 長期借入れによる収入

３． 長期借入金の返済による支出

４． 社債発行による収入

５． 自己株式の売却による収入

６． 自己株式の取得による支出

７． 配当金の支払額

８． 少数株主への配当金の支払額

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高

退職給付引当金の増減額(減少：△)

（単位：千円）

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

自  平成13年4月  1日 自  平成14年4月  1日

至  平成14年3月31日 至  平成15年3月31日

金　　　　　額 金　　　　　額

△ 602,110 168,953

682,635 635,785

1,803 -

△ 141,313 △ 70,279

△ 210,503 △ 117,385

△ 220,980 △ 91,629

△ 9,399 △ 7,991

89,725 81,091

- 9,075

- 21,696

3,475 △ 307

- △ 57,795

287,811 121,729

- △ 1,682

1,959 133

19,583 20,502

△ 40,844 -

2,120,254 △ 1,533,681

361,851 △ 10,400

△ 769,287 16,879

△ 131,311 128,093

81,707 △ 280,098

△ 145,953 41,875

1,379,103 △ 925,434

10,482 7,997

△ 87,105 △ 82,918

△ 180,548 △ 32,836

1,121,932 △ 1,033,192

△ 540,010 △ 340,020

1,020,020 330,020

△ 99,950 -

110,089 100,000

△ 463,286 △ 428,681

31,938 2,413

△ 37,496 △ 310,278

228 133,442

△ 448,810 -

16,550 16,255

△ 544 △ 13,224

6,683 5,076

22,756 △ 87,578

△ 381,831 △ 592,574

△ 3,068 △ 27,104

573,326 737,374

△ 665,775 △ 495,533

- 978,303

2,051 -

△ 4,101 △ 16,241

△ 83,280 △ 71,183

△ 2,171 △ 520

△ 183,021 1,105,094

15,396 △ 10,592

572,476 △ 531,264

3,106,525 3,679,001

3,679,001 3,147,737
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 １． 連結の範囲に関する事項
連結子会社 ‐‐‐‐‐ 9社
会社名 トーソー産業資材株式会社、 フジホーム株式会社、 サイレントグリス株式会社、

トーソー流通サービス株式会社、株式会社ワドークリエーティブ、
トーソー商事株式会社、P.T.トーソーインダストリー・インドネシア、
トーソーサービス株式会社、上海東装家居材料製造有限公司

 ２． 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

 ３． 連結子会社の事業年度等に関する事項

    なお、上記以外の連結子会社の決算日は、連結財務諸表提出会社と同一であります。

 ４． 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
(ｲ) 満期保有目的の債券 ‐‐‐‐‐ 償却原価法（定額法）
(ﾛ) その他有価証券

・ 時価のあるもの ‐‐‐‐‐ 決算日の市場価格等に基づく時価法

・ 時価のないもの ‐‐‐‐‐ 移動平均法による原価法
② デリバティブ ‐‐‐‐‐ 原則として時価法
③ たな卸資産

(ｲ) 商品、製品、仕掛品
・ 当社および国内連結子会社 ‐‐‐‐‐ 主として総平均法による原価法
・ 在外連結子会社 ‐‐‐‐‐ 総平均法による低価法

(ﾛ) 原材料
・ 当社および国内連結子会社 ‐‐‐‐‐ 総平均法による原価法
・ 在外連結子会社 ‐‐‐‐‐ 総平均法による低価法

(ﾊ) 貯蔵品 ‐‐‐‐‐ 主として最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

当社および国内連結子会社は、定率法によっております。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
３～50年
２～15年
２～20年

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
    ２0年
４～ ８年
４～ ８年

② 無形固定資産
当社および国内連結子会社は、定額法によっております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法
① 開業費は支出時に全額費用として処理しております。
② 社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。

なお、平成14年4月1日付で、トーソーサービス南関東株式会社（存続会社）、トーソーサービス
九州株式会社、トーソーサービス東京株式会社およびトーソーサービス近畿株式会社の４社を
合併により統合し、トーソーサービス株式会社としております。

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工 具 器 具 及 び 備 品

また、平成14年9月13日付で、上海東装家居材料製造有限公司を100％出資子会社として設立
いたしました。

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっ
ております。

   連結子会社のうち、P.T.トーソーインダストリー・インドネシアおよび上海東装家居材料製造有限公司の決
算日は12月31日、株式会社ワドークリエーティブの決算日は1月31日であります。連結財務諸表の作成に当
たっては、それぞれ同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に発生した重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を行っております。

   ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法によってお
ります。

   在外連結子会社は、所在地国の会計基準に従い、建物については見積耐用年数に基づく定額法、
その他の有形固定資産（リース資産を含む）については見積耐用年数に基づく定率法によっておりま
す。

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工 具 器 具 及 び 備 品
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(4) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

② 退職給付引当金

③ 役員退職慰労引当金

(5)

(6) 重要なリース取引の処理方法

(7) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ．ヘッジ手段 ： 為替予約
　　ヘッジ対象 ： 外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引
ｂ．ヘッジ手段 ： 金利スワップ
　　ヘッジ対象 ： 借入金

③ ヘッジ方針

④ ヘッジ有効性評価の方法

   金利スワップについては、特例処理の要件を満たすため、その判定をもって有効性の評価を省略してお
ります。

    なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理の要件を満たしている場
合には振当処理によっております。また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合に
は特例処理によっております。

   為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致していることを事前テストで確認し、
また、半期毎にその有効性が継続していることを事後テストで確認しております。
   なお、外貨建予定取引については、過去の取引実績および予算等を総合的に勘案し、取引の実行可
能性が極めて高いことを事前テストで確認するとともに、半期毎にその有効性が継続していることを事後テ
ストで確認しております。

   また、借入金にかかる金利変動リスクをヘッジするため、通常業務を遂行する上で必要となる資金需要を
踏まえ、必要な範囲内で金利スワップを行っております。従って投機的な取引は一切行わない方針であり
ます。

   また、在外連結子会社の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用
は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定並びに少数株主持分
に含めて計上しております。

   当社および国内連結子会社は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

    「デリバティブ取引取扱要領」に基づき、外貨建取引における為替相場の変動リスクをヘッジするため、
通常業務を遂行する上で将来発生する外貨建資金需要を踏まえ、必要な範囲内で為替予約を行っており
ます。

   当社および国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

   在外連結子会社は、所在地国の会計基準に従い、リース資産について固定資産計上を行っております。

   在外連結子会社は、所在地国の会計基準に従い、貨幣性項目については決算日の為替相場により、非貨
幣性項目については発生時の為替相場により換算しております。

   当社および国内連結子会社は、外貨建金銭債権債務を決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理しております。ただし、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務に
ついては、当該為替予約相場により円貨に換算しております。

　在外連結子会社は、所在地国の会計基準に従い、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額
に基づき計上しております。

   連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の資産
又は負債の本邦通貨への換算の基準

    なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理するこ
ととしております。

  当社および国内連結子会社は、売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

   在外連結子会社は、貸倒見積額を計上することとしております。なお、当連結会計年度においては該当
事項はありません。

   当社および国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給
付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。
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(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

② 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

③ 1株当たり情報

１株当たり純資産額 818円 55銭
１株当たり当期純損失（△） △ 60円 33銭

５． 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
 　連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６． 連結調整勘定の償却に関する事項

   なお、重要性がないものについては、発生時に全額償却しております。

７． 利益処分項目等の取扱いに関する事項
   連結剰余金計算書は、連結会計年度において確定した利益処分に基づいて作成しております。

８． 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）が平成14年4月1日以後開始する連結会
計年度に係る連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準
及び適用指針によっております。なお、同会計基準及び適用指針を前連結会計年度に適用した場合
の1株当たり情報については、以下のとおりとなります。

   連結調整勘定は5年間で均等償却しております。

　 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金および現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金お
よび容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に満期
日の到来する短期投資からなっております。

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。

   「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）が平成14年4月1
日以後に適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準によっております。これ
による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

   なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び
連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。
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注　記　事　項

（連結貸借対照表関係）

１． 担保提供資産および対応債務は、次のとおりであります。 １． 担保提供資産および対応債務は、次のとおりであります。

（1）　担保提供資産（うち工場財団抵当） （1）　担保提供資産（うち工場財団抵当）

千円 千円 千円 千円

687,455 （ 676,719 ） 637,004 （ 627,096 ）

79,882 （ 79,882 ） 66,983 （ 66,983 ）

3,877 （ 3,877 ） 3,180 （ 3,180 ）

1,019,245 （ 948,655 ） 1,019,245 （ 948,655 ）

115,860 （ － ） 64,820 （ － ）

1,906,320 （ 1,709,135 ） 1,791,234 （ 1,645,916 ）

（2）　対応債務（うち工場財団抵当対応債務） （2）　対応債務（うち工場財団抵当対応債務）

千円 千円 千円 千円

2,828,500 （ 2,445,200 ） 2,766,000 （ 2,286,000 ）

418,000 （ 408,000 ） 1,136,000 （ 1,136,000 ）

4,053,300 （ 3,640,000 ） 4,170,000 （ 3,680,000 ）

２． ２．

13,762 千円 13,762 千円

３． 受取手形割引高 1,931,347 千円 ３． 受取手形割引高 49,672 千円

４. 期末日満期手形の会計処理 ４.

千円
受取手形 31,741

支払手形 2,081

設備支払手形（流動負債その他） 17,732

割引手形 278,216

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

（   平成15年3月31日現在   ）（   平成14年3月31日現在   ）

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

投 資 有 価 証 券

計

短 期 借 入 金

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

計

短 期 借 入 金

投 資 有 価 証 券

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

計

）
一 年 内 返 済 予 定

268,000 （ 258,000
長 期 借 入 金

長 期 借 入 金

）786,800

長 期 借 入 金

計

（806,800
一 年 内 返 済 予 定

長 期 借 入 金

   上記の他、有価証券99,996千円及び投資有価証券42,280千
円について、在外連結子会社の平成14年3月31日現在の借入
金残高373,100千円および輸入信用状残高7,150千円の担保に
供しております。

有形固定資産の取得価額から控除されている保険差益の圧縮
記帳額は、次のとおりであります。

   期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処
理しております。

   なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた
め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

建物及び構築物

有形固定資産の取得価額から控除されている保険差益の圧縮
記帳額は、次のとおりであります。

   上記の他、投資有価証券13,552千円について、在外連結子
会社の平成15年3月31日現在の借入金残高336,560千円およ
び輸入信用状残高21,534千円、国内連結子会社の平成15年3
月31日現在の借入金残高200,000千円、輸入信用状残高
47,990千円の担保に供しております。

建物及び構築物
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（連結損益計算書関係）

１． 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 １． 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

千円 千円

1,837,620 1,891,186

621,710 434,880

726,219 561,072

395 1,077

240,992 228,702

2,615,466 2,652,270

620,799 452,285

162,135 187,923

32,010 25,473

693,682 603,783

140,616 124,545

584,102 587,547

454,469 434,360

65,333 81,962

２. 研究開発費の総額 ２. 研究開発費の総額

一般管理費及び当期総製造費用に含まれている研究開発費 一般管理費及び当期総製造費用に含まれている研究開発費

千円 千円

３. ３. 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

千円

４. 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ４. 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

千円 千円

1,563

395

1,959

５. 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ５. 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

千円 千円

8,027 12,511

7,501 4,398

4,054 3,591

19,583 20,502

６.

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１． １．

現金及び預金勘定 3,878,483 千円 現金及び預金勘定 3,355,747 千円
預入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 198,010 預入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 208,010
保険料預り金に対応する普通預金 △ 1,472 現金及び現金同等物 3,147,737

現金及び現金同等物 3,679,001

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

そ の 他

計

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

計

至  平成14年3月31日 至  平成15年3月31日

   特別利益の「役員退職慰労引当金戻入額」は、当社にお
ける内規の改訂に伴う引当金超過額の取崩し等によるもの
であります。

自  平成13年4月  1日 自  平成14年4月  1日

機械装置及び運搬具

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 及 び 備 品

建 物 及 び 構 築 物

133

旅 費 交 通 費

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

173,748

研 究 開 発 費研 究 開 発 費

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

そ の 他

役 員 報 酬

建 物 及 び 構 築 物

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

従 業 員 給 与 手 当

従 業 員 賞 与

147,883

荷 造 運 搬 費

広 告 宣 伝 費

販 売 促 進 費

減 価 償 却 費

役員退職慰労引当金繰入額

荷 造 運 搬 費

広 告 宣 伝 費

販 売 促 進 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額貸 倒 引 当 金 繰 入 額

役員退職慰労引当金繰入額

賃 借 料

福 利 厚 生 費

役 員 報 酬

従 業 員 給 与 手 当

従 業 員 賞 与

至  平成15年3月31日至  平成14年3月31日

福 利 厚 生 費

減 価 償 却 費

賃 借 料

旅 費 交 通 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

計

当 連 結 会 計 年 度

工 具 器 具 及 び 備 品

前 連 結 会 計 年 度

1,682

自  平成13年4月  1日 自  平成14年4月  1日
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（セグメント情報）

1. 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度 （自平成13年4月1日  至平成14年3月31日）
（単位：千円）

室 内 装 飾
関 連 事 業

イ ン テ リ ア
雑 貨 事 業

その他事業 計 連    結

売  上  高

(1) 21,878,628 1,844,727 507,897 24,231,253 - 24,231,253

(2)

21,878,628 1,844,727 2,095,904 25,819,260 (1,588,006) 24,231,253

営業費用 21,551,565 1,863,568 2,069,822 25,484,955 (1,592,086) 23,892,868

営業利益又は営業損失(△) 327,063 △ 18,840 26,082 334,304 4,080 338,384

資産、減価償却費及び資本的支出

19,558,238 1,204,244 600,106 21,362,589 (172,387) 21,190,201

657,405 19,158 6,071 682,635 - 682,635

569,737 28,026 5,556 603,320 - 603,320

(注) １. 事業の区分は、製品、商品の種類、販売市場等の類似性を考慮して決定しております。

２. 各区分の主な製品・商品等

(１) カーテンレール類、ブラインド類、間仕切類

(２) 陶磁器人形、花瓶、象嵌細工宝石箱

(３) プラスチックチェーン、介護用品、損害保険代理業、物流業務受託

３. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。

５. 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。

６.

当連結会計年度 （自平成14年4月1日  至平成15年3月31日）
（単位：千円）

室 内 装 飾
関 連 事 業

イ ン テ リ ア
雑 貨 事 業

その他事業 計 連    結

売  上  高

(1) 21,636,707 1,686,920 479,384 23,803,012 - 23,803,012

(2)

21,636,707 1,686,920 2,096,332 25,419,960 (1,616,947) 23,803,012

営業費用 20,914,743 1,728,580 2,037,107 24,680,431 (1,621,027) 23,059,403

営業利益又は営業損失(△) 721,964 △ 41,659 59,225 739,529 4,080 743,609

資産、減価償却費及び資本的支出

20,224,005 1,063,537 600,316 21,887,859 (166,317) 21,721,542

614,065 17,508 4,211 635,785 - 635,785

523,749 7,538 2,241 533,529 - 533,529

(注) １. 事業の区分は、製品、商品の種類、販売市場等の類似性を考慮して決定しております。

２. 各区分の主な製品・商品等

(１) カーテンレール類、ブラインド類、間仕切類

(２) 陶磁器人形、花瓶、象嵌細工宝石箱

(３) プラスチックチェーン、介護用品、損害保険代理業、物流業務受託

３. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。

５. 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。

2. 所在地別セグメント情報

前連結会計年度 （自平成13年4月1日  至平成14年3月31日）

当連結会計年度 （自平成14年4月1日  至平成15年3月31日）

3. 海外売上高

前連結会計年度 （自平成13年4月1日  至平成14年3月31日）
  海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

当連結会計年度 （自平成14年4月1日  至平成15年3月31日）
  海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

消去又は全社

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

- 1,588,006 1,588,006 (1,588,006)-セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、室内装飾関連事業の営業費用は5,353千円増加し、営業利益は同額減少してお
ります。なお、インテリア雑貨事業およびその他事業に与える影響額はありません。

追加情報

　在外連結子会社であるＰ．Ｔ．トーソーインダストリー・インドネシアは、所在地国の法令の改正に伴い、当連結会計年度より、退職
給付引当金を計上しております。

-

そ の 他 事 業 …

計

資 産

室 内 装 飾 関 連 事 業

又 は 振 替 高

…
イ ン テ リ ア 雑 貨 事 業 …

-

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

又 は 振 替 高

消去又は全社

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 - - 1,616,947 1,616,947 (1,616,947)

資 本 的 支 出

計

資 産

減 価 償 却 費

室 内 装 飾 関 連 事 業 …
イ ン テ リ ア 雑 貨 事 業 …
そ の 他 事 業 …

   全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグ
メント情報の記載を省略しております。

   全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグ
メント情報の記載を省略しております。
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（税効果会計関係）

① 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 ① 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 千円 繰延税金資産 千円
287,708 362,276
269,815 232,443
200,130 224,480
145,656 102,949
104,107 65,205
68,253 21,485
47,310 14,757
15,524 14,594
37,958 11,388

1,176,464 34,983
△ 271,644 1,084,565

904,819 △ 298,100
繰延税金負債 786,464

94,110 繰延税金負債
58,349 84,644
55,186 54,304
9,642 253

217,289 139,203
687,530 647,261

② ②

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 △ 41.6 ％ 連結財務諸表提出会社の法定実効税率 41.6 ％

（ 調　整 ） （ 調　整 ）

8.3 20.8

△ 0.5 △ 0.5

5.1 14.0

47.1 48.5

0.4 7.2

18.8 △ 0.4

131.2

③

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

繰 延 税 金 負 債 合 計

連 結 会 社 間 内 部 利 益 消 去

繰 延 税 金 資 産 小 計
評 価 性 引 当 額

繰 延 税 金 資 産 合 計

買 換 資 産 圧 縮 積 立 金

そ の 他
そ の 他 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰延税金資産(負債）の純額繰延税金資産(負債）の純額

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
そ の 他

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金
そ の 他

繰 延 税 金 負 債 合 計

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異
の原因となった主な項目別の内訳

税効果会計適用後の法人税等の負担率

税 率 変 更 に 伴 う 期 末 繰 延
税 金 資 産 の 修 正

そ の 他

評 価 性 引 当 額 の 増 加評 価 性 引 当 額 の 増 加

住 民 税 均 等 割 等

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の
原因となった主な項目別の内訳

交 際 費 等 永 久 に 損 金 に
算 入 さ れ な い 項 目

受 取 配 当 金 等 永 久 に
益 金 に 算 入 さ れ な い 項 目

住 民 税 均 等 割 等

ゴ ル フ 等 会 員 権 評 価 損 否 認
貸倒引当 金損 金算 入限 度超 過額

ゴ ル フ 等 会 員 権 評 価 損 否 認

未 払 賞 与 損 金 算 入 限 度 超 過 額

た な 卸 資 産 除 却 損 等 否 認
貸倒引当 金損 金算 入限 度超 過額

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認
未 払 賞 与 損 金 算 入 限 度 超 過 額

当 連 結 会 計 年 度
自  平成14年4月  1日
至  平成15年3月31日

繰 越 欠 損 金
退職給付引当金損金算入限度超過額

投 資 有 価 証 券 評 価 損 否 認
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認

投 資 有 価 証 券 評 価 損 否 認

前 連 結 会 計 年 度
自  平成13年4月  1日
至  平成14年3月31日

繰 越 欠 損 金
退職給付引当金損金算入限度超過額

地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成15年
3月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及
び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年4月1日以降解消が見込まれ
るものに限る。）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の41.6％
から40.2％に変更されました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税
金負債の金額を控除した金額）が12,592千円減少し、当連結会計年度
に計上された法人税等調整額が12,217千円、その他有価証券評価差
額金が375千円、それぞれ増加しております。

受 取 配 当 金 等 永 久 に
益 金 に 算 入 さ れ な い 項 目

交 際 費 等 永 久 に 損 金 に
算 入 さ れ な い 項 目

そ の 他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

繰 延 税 金 資 産 小 計
評 価 性 引 当 額

繰 延 税 金 資 産 合 計

買 換 資 産 圧 縮 積 立 金

－19 －



（有価証券関係）

前連結会計年度

１. その他有価証券で時価のあるもの （平成14年3月31日現在） (単位：千円）

取 得 原 価 差 額

(1) 株式 250,816 405,379 154,562

(2) 債券 - - -

国債・地方債等 - - -

社 債 - - -

そ の 他 - - -

(3) その他 - - -

250,816 405,379 154,562

(1) 株式 321,977 300,343 △ 21,634

(2) 債券 10,000 9,831 △ 169

国債・地方債等 - - -

社 債 10,000 9,831 △ 169

そ の 他 - - -

(3) その他 - - -

331,977 310,174 △ 21,803

582,794 715,554 132,759

（注） 当連結会計年度において減損処理を実施し、投資有価証券評価損284,262千円を計上しております。

２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （自 平成13年4月1日  至平成14年3月31日）

     (単位：千円）

３. 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （平成14年3月31日現在）
     (単位：千円）

連結貸借対照表計上額

満期保有目的の債券 (1) 割引金融債 99,996

その他有価証券 (1) 非上場株式

（店頭売買株式を除く）

（注） 当連結会計年度において、非上場株式について減損処理を実施し、投資有価証券評価損3,549千円を計上しております。

４. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （平成14年3月31日現在）

     (単位：千円）

１. 債券

(1)                - - - -

(2)                - 9,831 - -

(3) 99,996 - - -

２. その他                -                -                -                -

99,996 9,831 - -

そ の 他

合        計

なお、その他有価証券で時価のない株式については、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、株式
の実質価額が著しく下落したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理しております。

1 年 以 内 1 年 超 5 年 以 内 5 年 超 10 年 以 内 10  年  超

国 債 ・ 地 方 債 等

社 債

種    類

21,266

売却益の合計額 売却損の合計額

種 類

売     却     額

10,317 37 173

連結貸借対照表計上額

小  計

小  計

種 類

合         計

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの

なお、その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得価額に比べて３０％以上下落した場合には、時価が著しく下落した
と判断し、回復する見込があると認められる場合を除き、減損処理しております。
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当連結会計年度

１. その他有価証券で時価のあるもの （平成15年3月31日現在） (単位：千円）

取 得 原 価 差 額

(1) 株式 25,639 31,157 5,518

(2) 債券 10,000 10,081 81

国債・地方債等 - - -

社 債 10,000 10,081 81

そ の 他 - - -

(3) その他 - - -

35,639 41,238 5,599

(1) 株式 361,566 327,638 △ 33,928

(2) 債券 - - -

国債・地方債等 - - -

社 債 - - -

そ の 他 - - -

(3) その他 - - -

361,566 327,638 △ 33,928

397,205 368,876 △ 28,328

（注） 当連結会計年度において減損処理を実施し、投資有価証券評価損120,278千円を計上しております。

２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （自 平成14年4月1日  至平成15年3月31日）

     (単位：千円）

３. 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （平成15年3月31日現在）
     (単位：千円）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券 (1) 非上場株式

（店頭売買株式を除く）

（注） 当連結会計年度において、非上場株式について減損処理を実施し、投資有価証券評価損1,450千円を計上しております。

４. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （平成15年3月31日現在）

     (単位：千円）

１. 債券

(1)                - - - -

(2)                - 10,081 - -

(3)                - - - -

２. その他                -                -                -                -

               - 10,081 - -

売却損の合計額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの

売     却     額 売却益の合計額

合         計

319,816

種 類

国 債 ・ 地 方 債 等

1 年 以 内

合        計

133,442 57,795

社 債

そ の 他

種   類

種 類

なお、その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得価額に比べて３０％以上下落した場合には、時価が著しく下落した
と判断し、回復する見込があると認められる場合を除き、減損処理しております。

なお、その他有価証券で時価のない株式については、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、株式
の実質価額が著しく下落したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理しております。

10  年  超1 年 超 5 年 以 内 5 年 超 10 年 以 内

連結貸借対照表計上額

小  計

小  計

－
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(退職給付関係)

1. 採用している退職給付制度の概要

2. 退職給付債務に関する事項
(単位：千円)

前 連 結 会 計 年 度

(平成14年3月31日現在)
① 退職給付債務 △ 3,465,445
② 年金資産(注)1 2,108,152
③ 未積立退職給付債務　①＋② △ 1,357,292
④ 会計基準変更時差異の未処理額 ―
⑤ 未認識数理計算上の差異 651,720
⑥ 未認識過去勤務債務 ―
⑦ 連結貸借対照表計上額純額　③+④+⑤+⑥ △ 705,572
⑧ 前払年金費用 ―
⑨ 退職給付引当金　⑦-⑧ △ 705,572

前連結会計年度
(平成14年3月31日現在)

(注)1. 上記年金資産以外に東京都家具厚生年金基金に
おける年金資産2,591,399千円(掛金拠出割合にて
算定)があります。

(注)1.

2. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当た
り、簡便法を採用しております。

2.

3. 退職給付費用に関する事項
(単位：千円)

前 連 結 会 計 年 度

自平成13年４月　１日

至平成１4年３月３１日

① 勤務費用 163,287
② 利息費用 90,304
③ 期待運用収益 △ 55,625
④ 会計基準変更時差異の費用処理額 ―
⑤ 数理計算上の差異の損益処理額 21,188
⑥ 過去勤務債務の損益処理額 ―
⑦ 退職給付費用　①+②+③+④+⑤+⑥ 219,153

前連結会計年度
自平成13年４月　１日
至平成14年３月３１日

(注)1. 上記以外に東京都家具厚生年金基金に対する掛金
拠出額105,704千円を、当期総製造費用29,937千円
および販売費及び一般管理費75,766千円として処
理しております。

(注)1.

2. 上記以外に従業員に対する割増退職金128,358千
円を販売費及び一般管理費として処理しておりま
す

2.

3. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は勤務費用に含めて記載しております。

3.

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前 連 結 会 計 年 度
（平成14年３月３１日現在）

① 割引率 期首3.0%、期末2.0％
② 期待運用収益率 3.0％
③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
④ 過去勤務債務の処理年数 ―
⑤ 数理計算上の差異の処理年数 10年

(各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年
数による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から損益処理す
ることとしております。)

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 発生時に一括費用処理

上記年金資産以外に東京都家具厚生年金基金に
おける年金資産2,170,747千円(掛金拠出割合にて
算定)があります。
一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当た
り、簡便法を採用しております。

当 連 結 会 計 年 度

( 平 成 15 年 3 月 31 日現 在)

△ 587,375
―

△ 587,375

　また、当社及び国内連結子会社のうち6社(前連結会計年度は9社)は、総合型の東京都家具厚生年金基金に加入し
ておりますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針33項の例外処理を行う制度であります。なお、従業
員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

　当社及び国内連結子会社のうち6社(前連結会計年度は9社)は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を、国
内連結子会社のうち1社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を、在外連結子会社では、所在地国の
法令に基づく退職給付制度を設けております。

(平成15年3月31日現在)
当連結会計年度

△ 3,303,312
1,703,174

△ 1,600,137
―

1,012,762
―

当 連 結 会 計 年 度

当連結会計年度

自平成14年４月　１日

至平成15年３月３１日

186,713

△ 59,743
67,240

―

当 連 結 会 計 年 度

上記以外に従業員に対する割増退職金188,816千
円を特別損失として処理しております。

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は勤務費用に含めて記載しております。

67,291
―

261,501

2.0％

上記以外に東京都家具厚生年金基金に対する掛金
拠出額103,306千円を、当期総製造費用25,366千円
および販売費及び一般管理費77,939千円として処
理しております。

自平成14年４月　１日
至平成15年３月３１日

（平成15年３月３１日現在）

(各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から損益処理する
こととしております。)

発生時に一括費用処理

3.0％
期間定額基準

―
10年
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５.    生産、受注及び販売の状況

(1) 生産及び仕入実績
　①生産実績

（単位：千円）

期    別     

(注) １． 金額は、販売価格によっております。

２． 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

なお、当社グループの主たる生産を行っている提出会社の最近2事業年度の品目別生産実績は、次のとおりであります。

（単位：千円）

期    別     

　　品　　目

(注) １． 金額は、販売価格によっております。

２． 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　②仕入実績

（単位：千円）

期    別     

(注) １． 金額は、仕入価格によっております。

２． 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（単位：千円）

期    別     

　　品　　目

(注) １． 金額は、仕入価格によっております。

２． 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

そ の 他 169,354 168,378

560,706

37,863 101,708間 仕 切 類

至　平成14年3月31日 至　平成15年3月31日

合　　          　計 2,724,531 3,135,352

カ ー テ ン レ ー ル 類 2,121,055 2,304,559
ブ ラ イ ン ド 類 396,258

331,130

7,515,998 7,970,960

自　平成13年４月　１日 自　平成14年４月　１日

                            －                             －

3,491,434室 内 装 飾 関 連 事 業

自　平成14年４月　１日

事業の種類別セグメントの名称 至　平成14年3月31日

15,805,785

ブ ラ イ ン ド 類

至　平成15年3月31日

合　　          　計

合　　　計

イ ン テ リ ア 雑 貨 事 業

4,882,683 5,092,110

そ の 他 事 業
1,067,592

323,655

3,978,714

16,686,955

694,878

　第　　６2　　期 　第　　６3　　期

自　平成13年４月　１日

なお、当社グループの主たる仕入を行っている提出会社の最近2事業年度の品目別仕入実績は、次の
とおりであります。

　第　　６2　　期 　第　　６3　　期

782,265

16,160,163

間 仕 切 類

　第　　６3　　期

自　平成14年４月　１日

至　平成15年3月31日

合　　　計

カ ー テ ン レ ー ル 類 8,476,079

648,027

7,186,798

室 内 装 飾 関 連 事 業

そ の 他 事 業

自　平成13年４月　１日

　第　　６3　　期

自　平成14年４月　１日

至　平成15年3月31日

　第　　６2　　期

16,160,163

                            －

イ ン テ リ ア 雑 貨 事 業

前連結会計年度および当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次
のとおりであります。

前連結会計年度および当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次
のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

　第　　６2　　期

自　平成13年４月　１日

至　平成14年3月31日

17,011,344

17,011,344

                            －

至　平成14年3月31日
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(2) 受 注 状 況

（単位：千円）
期    別     

　　品　　目 受注高 受注高

6,862,839 103,767 7,214,164 101,522

690,867 8,513 645,021 5,085
7,553,706 112,281 7,859,186 106,608

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販 売 実 績
当社グループの販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

期    別     

(注) １. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2. 主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。

なお、当社グループの主たる販売を行っている提出会社の品目別販売実績は、次のとおりであります。
（単位：千円）

期    別     

　　品　　目

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

ブ ラ イ ン ド 類

間 仕 切 類
合　　          　計

21,636,707

事業の種類別セグメントの名称 至　平成14年3月31日
室 内 装 飾 関 連 事 業 21,878,628

至　平成15年3月31日

　第　　６3　　期
自　平成14年４月　１日

自　平成14年４月　１日

23,803,012

至　平成15年3月31日

1,686,920

11,645,782

　第　　６2　　期
自　平成13年４月　１日
至　平成14年3月31日

19,936,733

10,884,231
7,216,409

648,449
1,187,642

20,268,551

6,850,160
686,018

1,086,590
合        　　　  計

カ ー テ ン レ ー ル 類
ブ ラ イ ン ド 類
間 仕 切 類
そ の 他

1,844,727

　第　　６3　　期

2,095,904

消 去 又 は 全 社

イ ン テ リ ア 雑 貨 事 業

　第　　６2　　期

2,096,332

25,419,960

自　平成13年４月　１日

△ 1,616,947

合　　　　　　計

△ 1,588,006

24,231,253

そ の 他 事 業

計 25,819,260

　　当社グループの販売品目は広範囲かつ多種多様であり、見込生産を行っている品目が多いため、事
業の種類別セグメントごとの受注状況の記載を省略しております。なお、販売品目の一部を受注生産し
ている提出会社の最近2事業年度の品目別受注状況は、次のとおりであります。

　第　　６2　　期 　第　　６3　　期
自　平成13年４月　１日 自　平成14年４月　１日
至　平成14年3月31日 至　平成15年3月31日

受注残高 受注残高

－ 24 －




